
 ■空港の概況
　那覇空港は、昭和8年に旧日本海軍の「小禄飛行場」として設置されたのが始まりで、その後、福岡～沖縄～台湾を結ぶ民間定期便が就航されたこ
とから、軍民共同で使用されていた。
　昭和20年6月、米軍の沖縄占領に伴い、「小禄飛行場」は米国空軍那覇飛行隊が「那覇飛行場」として管理することになった。その後、大規模な拡張工
事が行われ、今日の空港にほぼ近い姿となった。
　昭和47年5月15日、沖縄の本土復帰に伴い「那覇飛行場」は米軍管理の手を離れ、旧運輸省所管の第二種空港に指定(運輸省告示236号)され、名称
も「那覇空港」に改められた。同時に第二次空港整備5箇年計画に組み入れられ、滑走路長2,550mから2,700mに延長するなどの整備拡充が行われ
た。
　そして昭和50年4月には、同年7月に開催される沖縄国際海洋博覧会に対応するために、暫定ターミナル地区(旧国内線第一ターミナルビル)が完成
供用された。
　その後、年々増加する那覇空港の航空需要に対応するために、空港基本施設の整備が着々と進められた。特に昭和57年10月より滑走路を300m延
長する工事に着手し、昭和61年3月より滑走路長3,000mの供用を開始している。
　昭和62年9月に開催される沖縄海邦国体に向け、昭和59年からターミナル地域の整備に着手し、昭和61年6月に国際線ターミナルビル、昭和62年2
月に旧第二国内線ターミナルビルなどが完成した。
　平成2年度には、国際線就航用の大型ジェット機に対応するために誘導路の拡幅を行うと共に老朽化した滑走路の嵩上げやグルービングを実施し
た。
　しかし、那覇空港利用者の増加に伴い狭隘化が著しくなった旧国内線第一ターミナルビルと、分散立地していた旧国内線第二ターミナルビルを一
つに統合する計画などを盛り込んだ「ターミナル地域整備計画」が平成4年8月に策定され、平成11年5月、現在の那覇空港国内線旅客ターミナルビル
が供用開始された。なお、新ターミナルビルの建設、管理、運営については、平成4年12月に設立された「那覇空港ビルディング株式会社」が行ってい
る。
　さらに、平成13年7月には、台風通過後に離島線の運航を直ちに再開できるようにと、台風時避難用エプロンが供用を開始した。
　また、平成15年8月には都市モノレールが供用開始されたことで、那覇空港へのアクセスが向上された。
　その後、施設の狭隘化・老朽化に対応するとともに、アジア・ゲートウェイ構想に対応した国際物流拠点形成に向けた対策として「那覇空港ターミナ
ル地域整備基本計画」が平成20年10月に策定され、諸施設の整備を推進している。
　平成21年10月には新貨物ターミナルビルが供用を開始し、那覇空港を中継拠点として日本とアジアの主要都市を結ぶ貨物専用機による国際貨物
事業が始まった。
　また、国内線旅客ターミナルビルの狭隘化のため、暫定的に貨物ターミナルビル内においてLCCターミナルが平成24年10月に供用開始し、国際線
施設は平成26年2月に供用開始した。
　さらに、今後、増加が見込まれる国際線の航空需要にも対応できるよう新国際線旅客ターミナルビルが整備され、平成26年2月に供用開始した。

■那覇空港滑走路増設事業
　那覇空港は県民生活を支えるとともに、多くの観光客が利用する重要な社会基盤施設であり、航空旅客数は年々増加していることから、空港能力の
向上が重要な課題となっている。
　このため、平成14年度に国土交通省で行われた交通政策審議会の答申において、既存施設の有効活用を図りつつ、滑走路増設を含めた抜本的な
空港能力の向上方策について、幅広い合意形成を図りながら、国と地域が連携して総合的な調査を進める必要があることが示された。
　これを受けて、国と県では平成15年度よりパブリック・インボルブメント（ＰＩ）の手法を取り入れながら、滑走路増設に向け、総合的な調査や構想
段階・施設計画段階における検討を行ってきた。環境影響評価や公有水面埋立の手続きを経て、平成26年1月より那覇空港滑走路増設事業が開始さ
れた。現在、平成31年度末の供用開始を目指し、埋立工事等が進められている。
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